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CISGにおける履行期前の契約違反







明文規定は存在しない。それに対して、国際ルールである CISG（United Nations Convention on 









そ れ に 対 し て、 国 際 ル ー ル で あ る CISG（United Nations Convention on Contracts for 
International Sale of Goods）およびヨーロッパ契約法原則 (Principles of European Contract 
Law（PECL））においては、これらについて明文規定が置かれている。すなわち、CISG71 条１
項は、①相手方の履行をする能力または相手方の信用力の著しい不足や②契約の履行の準備また
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行を停止することができると規定する1。そして、CISG72 条 1 項は、「当事者の一方は、相手方
が重大な契約違反を行うであろうことが契約の履行期日前に明白である場合には、契約の解除の









国際物品売買契約に関する国際連合条約（United Nations Convention on Contracts for the 
International Sale of Goods（CISG）は、1964 年の国際物品売買契約の成立についての統一法
（Uniform Law on the Formation of Contracts for the International Sale of Goods（ULF））お
よび国際物品売買についての統一法（Uniform Law on the International Sale of Goods （ULIS））
を基礎に国際連合国際商取引法委員会 (United Nations Commission on International Trade Law
（UNCITRAL）により起草され、その後、ウィーン外交会議で採択され、1988 年 1 月に発効した5。
ULIS73 条 1 項は、「各当事者は、契約締結後において、相手方当事者の経済状態が、その義務
の本質的部分を履行しないであろうと危惧すべき相当の事由があるといえる程に困難となってき
ていると認められるときは、何時でも、自己の義務の履行を停止することができる」とする。そ
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1978 年 CISG 草案 62 条１項についてのウィーン外交会議における多くの議論を経て 1980 年に
採択されたのが現在の CISG71 条 1 項である7。
２　履行停止の要件　















また、CISG71 条 2 項は、売主が 71 条 1 項に規定する事情が明らかになる前に物品をすでに発
送している場合には、物品を取得する権限を与える書類を買主が有しているときであっても、売




限を有しないとしていたが、CISG71 条 2 項 2 文は「71 条 2 項の規定は、物品に関する売主と買
主との間の権利についてのみ規定する」とする。実質的部分の不履行が明らかになったかに関す
る事例として 2009 年 5 月 29 日ニューヨーク地区連邦地方裁判所判決がある。
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　2009 年 5月 29日ニューヨーク地区連邦地方裁判所判決18
（１）事実
原告 Doolim 社（売主）はアパレルの製造に従事する韓国の会社であり、被告 Doll 社（買主）




売主は 2007 年 7 月と 8 月に 77,528 着（7、8 月用衣服、購入価格 381,026 ドル）の船積みをして、
買主は 2007 年 9 月 7 日以前に受領した。しかし買主は 2007 年 9 月 22 日に売主に代金の支払を
しなかった。売主は 2007 年 9 月 22 日から 10 月 9 日の間に、買主から 7、8 月用衣服の支払の言
質を取った。
2007 年 10 月と 11 月初めに売主は 157,092 着（10 月用衣服、購入価格 659,059 ドル）を船積みして、
買主は 2007 年 11 月 20 日以前に受領した。10 月と 11 月の同じ期間の間に買主は 249,293 着（追
加衣服、購入価格 878,262 ドル）を注文したが、追加の衣服の約 87％は 2008 年 1 月に船積みが
予定され、買主はその大部分（K-Mart 用衣服）を K-Mart に転売する計画であった。
2007 年 11 月 21 日に買主は売主に 200,000 ドルのみ支払った。2007 年 11 月 25 日に売主は
13,735 着（11 月用衣服、購入価格 67,433 ドル）を船積みし、2007 年 12 月 1 日、売主は、同日
までに受領したすべての注文に関する未決済額の支払の言質を要求した。
2007 年 12 月 8 日、両社はそれぞれの権利義務を修正する書面契約を締結した。買主は売主に
2007 年 12 月 30 日までの請求額 931,000 ドルを 5 回の分割で支払うことを約束し、また、買主は
2007 年 12 月 14 日までに K-Mart 用衣服の支払を保証する信用状を売主に提供することを約束し
た。そこで、売主は支払総額の減額と支払日程の変更を受け入れることを約束した。
2008 年 1 月中旬までに買主はいずれの分割分の支払もせず、K-Mart 用衣服の支払を保証する
信用状も売主に提供しなかった。その結果、売主は買主への衣服の引渡を停止した。このとき、
売主は買主に 11 月用衣服の引渡をしておらず、それらの衣服はロサンゼルスに留め置いた。さ





2008 年初め、Oshatz は Doolim 社に自分と買主は支払不能状態であること、Doll ブランドは
おしまいで、自分はニューヨークを離れる計画をしていると話した。











さなかった。2007 年 12 月 7 日の時点で、売主は、買主が 7、8 月用衣服に関して 3 か月以上不
履行であったため、買主は生産中の衣服に対しても支払わないであろうという十分に根拠のある
恐れを抱いていた。売主は、買主が 2007 年 12 月 14 日までに追加衣服の大部分ための信用状確
保を約束し、2007 年 12 月 14 日の 200,000 ドルの支払から割引価格を分割払いで支払うことを約





渡を恒常的に差し控えた。2008 年 1 月末までに買主は K-Mat 用衣服のための信用状を確保せず、












0585713 v01 跡見学園女子大学_マネジメント学部紀要 第22号.indb   91 2016/07/20   9:35:22
跡見学園女子大学マネジメント学部紀要　第 22 号　2016 年 7 月 25 日
─　　 ─92
３　履行停止の通知














1993 年および 1994 年に、売主は買主とリジンブレンドと呼ばれる液体の産物に関する 12 の
売買契約を締結した。1993 年あるいは 1994 年から長期間売主と買主の間の売買契約に関する問
題はなかった。
しかし 1998 年 6 月 11 日、売主は、リジンブレンドの水銀のレベルのために買主が次の輸送を


















することを要求する CISG35 条 2 項（a）の下で分析されるべきとする。この点に関して 3 つの
解釈が存在する。第 1 の見解によると、35 条 2 項（a）は売主が商品性（merchantable quality）




的品質が CISG のケースに関して適用されるべきというものである。第 3 の見解は前述の 2 つの
見解を拒絶して、商品性も平均的品質も CISG の体系において適切でないとする。この見解は合
理的品質（reasonable quality）を提案する。仲裁廷は商品性の基準も平均的品質の基準のいず















ついて不適合にならない（CISG73 条 2 項）。仲裁廷は、品質不足が将来の引渡において再び生
ずる実質的可能性があり、将来の引渡が不適合になるかもしれない十分な根拠があることを買主
が十分に証明したとした。仲裁廷は CISG71 条を CISG73 条 2 項とともに解釈する。そこで、リ
ジンブレンドの引渡を受け取る義務の履行を停止する買主の権利は 1998 年 6 月以降に行われる
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引渡に及んだ。CISG73 条 2 項は合理的期間内の通知を要求し、1998 年 6 月以降に行われる引渡
のための履行も停止する買主の決定を 1998 年 6 月に売主が知らされたことは買主と売主の双方
によって受け入れられ、仲裁廷は、買主はそれ以上の引渡について合理的期間内に売主に通知し
たと判断した。したがって、買主は引渡に関してその通知義務に従った。売主はさらなる引渡に
関して起こり得る違反を修正せず、CISG71 条 3 項により要求される履行についての適切な保証
も提供しなかったため、仲裁廷は買主による分割給付の引渡を受ける義務の違反はなく、売主は
それに対して損害賠償請求することができないとの結論に至った。1998 年 6 月 11 日の通知に関
して CISG71 条 3 項により要求される即時の通知を買主が売主に行ったかが問題となる。リジン
ブレンドにおける水銀のレベル増加の問題はそれ以前によく知られていたため、仲裁廷は、1998
年 6 月 11 日の通知は売主がその地位を守るために適当と考える措置を講ずるには明らかに遅す
ぎであったと判断した。そして、仲裁廷は、売主が CISG71 条 3 項により要求される即時の通知






CISG72 条 1 項により、当事者の一方は相手方が重大な契約違反を行うであろうことが契約の
履行期日前に明白である場合には、契約の解除の意思表示をすることができる。











度で明白な蓋然性が必要とされる25。CISG72 条 1 項における蓋然性の程度を 71 条 1 項および 73
条 2 項における必要条件と比較するとき、72 条 1 項の蓋然性のレベルが最も高い26。また 72 条
1 項は、71 条 1 項と異なり、将来の違反が契約締結後に明白になることを要求しない27。重大な
契約違反の発生が明白であったかに関する事例として 1992 年 9 月 30 日ベルリン地方裁判所判決
がある。
　1992 年 9月 30日ベルリン地方裁判所判決28
（１）事実
1991 年 10 月 16 日にドイツの靴小売店のオーナーである買主は売主に 212 足の靴を代金
11,206 ドイツマルクで注文した。支払の合意に関して、当事者は支払が請求書に示された日から
10 日以内になされるなら、購入価格の 3% 割引が与えられることに合意した。支払期日は請求
書に示された日から 60 日であった。
売主は当該靴を生産し、運送業者に引渡す準備をした。その後売主は買主の支払能力に関して




主に損害賠償を求める権利を行使することを示した。そして売主は 1992 年 5 月 13 日に 212 足の
靴を売却した。
（２）判旨
裁判所は、1992 年 1 月の終わりの靴の引渡前に、買主が購入価格を支払わないことにより、
重大な契約違反を犯すであろうことは明白であったとして、売主は CISG72 条 1 項、2 項により
契約を解除する権利があるとした。
２　解除の通知
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保証に関する事例として、1994 年 1 月 14 日デュッセルドルフ高等裁判所判決がある。
　1994 年 1月 14日デュッセルドルフ高等裁判所判決32
（１）事実
1992 年 3 月 31 日にドイツの買主はイタリアの売主に 140 足の靴を注文した。売主は靴を製造
したが、以前の送り状に関する支払に不履行があったため、売主は購入価格の支払のための保証
を受け取ることなく靴を発送することは不本意であった。そのため、売主は、1992 年 7 月 9 日
に、1992 年 7 月 16 日までに支払に対する適切な保証を提供しない場合、契約を解除する旨の通
知をした。しかし買主は保証を提供しなかったため、売主は、1992 年 8 月 5 日に契約解除した。
製造された靴に関して、売主は 1992 年 9 月 16 日に M 社に 21 足を 255、000 イタリアリラ（売
主と買主が当初合意していた価格）で販売し、109 足を買主との契約で合意された価格より安い
1 足につき 50,000 イタリアリラ、計 5,450,000 イタリアリラで S 社に販売した。残りの 10 足は売





CISG74 条および 75 条に基づく損害賠償請求権が認められると判示した。
四　分割履行契約の解除





73 条 1 項は分割部分に関する重大な契約違反に言及するが、そこに含まれるのは CISG25 条
による重大な契約違反のみではない。73 条 1 項における重大な契約違反はより広い意味で解さ












らない38。要求される蓋然性の程度に関して 71 条や 72 条と類似性があるがそれぞれの規定で文
言に違いがある。71 条では、契約違反の恐れが明らかになった場合とされ、72 条では将来の重
大な契約違反が明白な場合とされるのに対して、73 条 2 項では重大な契約違反の発生を判断さ
せるのに十分な根拠を与える場合とされている。また、71 条の停止権は 72 条および 73 条 2 項
における救済に比べてより弱く、一時的である。72 条と 73 条 2 項の比較から、73 条 2 項の将来
に向かっての契約解除は、72 条の契約違反の恐れを理由とする契約全体の解除より低いレベル
にあるといえる。したがって、救済の序列は、71 条 1 項から 73 条 2 項、72 条へと上がってい
く39。
73 条 2 項に基づく解除権の行使は合理的期間内になされなければならず、期間は迫り来る契
約違反を知ったときから進行する40。72 条と異なり、73 条 2 項は、債務者が適切な保証を提供
することにより契約解除を防ぐことができるように債権者が債務者に通知することを要求しな
い41。




ることができる」とする42。73 条 3 項は独立した救済を提供するのではなく、１つの引渡部分の
不安に対する買主の対応を契約の全体または一部に及ぶようにするために拡張するに過ぎない43。
73 条 3 項が適用されるためにはある引渡部分に関する重大な義務違反に基づき、買主が 73 条 1
項の解除権を取得し行使することが要求される44。73 条 3 項は債権者が解除を望む引渡が同一目
的でなされる場合にのみ適用され得る45。
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として、履行の停止（71 条）、履行期前の解除（72 条）、および分割履行契約の解除（73 条）を
規定している。契約違反の蓋然性の程度に関して、CISG71 条では契約違反の恐れが明らかになっ
た場合とされ、72 条では将来の重大な契約違反が明白な場合とされるのに対して、73 条 2 項で
は重大な契約違反の発生を判断させるのに十分な根拠を与える場合とされている。71 条の停止
権は 72 条および 73 条 2 項における救済に比べてより弱く、一時的である。72 条と 73 条 2 項の
比較から、73 条 2 項の将来に向かっての契約解除は、72 条の契約違反の恐れを理由とする契約
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